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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第２区分
【発行日】平成24年3月15日(2012.3.15)

【公表番号】特表2010-515710(P2010-515710A)
【公表日】平成22年5月13日(2010.5.13)
【年通号数】公開・登録公報2010-019
【出願番号】特願2009-545194(P2009-545194)
【国際特許分類】
   Ｃ０７Ｄ 333/50     (2006.01)
   Ｂ３２Ｂ   7/02     (2006.01)
   Ｇ０２Ｂ   5/30     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０７Ｄ 333/50    ＣＳＰ　
   Ｂ３２Ｂ   7/02    １０３　
   Ｇ０２Ｂ   5/30    　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成23年1月11日(2011.1.11)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
一般構造式（Ｉ）の多環式有機化合物であって：
【化１】

　ここで、ｎは３乃至１０の範囲であるフェニル環の数であり；
　Ａ及びＢは酸性基であり；
　ｍは０、１、２又は３であり；
　ｌは１、２又は３であり；
　ｐは１、２、３、４、５又は６であり；
　ＣはＨ＋、ＮＨ４

＋、Ｎａ＋、Ｋ＋、Ｌｉ＋、Ｃｓ＋、Ｃａ２＋、Ｍｇ２＋、Ｓｒ２＋

、Ｌａ３＋、Ｚｎ２＋、Ｚｒ４＋、Ｃｅ３＋、Ｙ３＋、Ｙｂ３＋、Ｇｄ３＋及びそれらの
任意の組み合わせからなる群より選択される対イオンであり；
　ｋは（－ｐ）と等しい負の電荷を補償するために必要な対イオンの数である、有機化合
物において、
　前記有機化合物は可視スペクトル領域における電磁放射に対して透過性であり、かつ同
有機化合物の溶液は基質上に、実質的に透明であるとともに光学的に異方性の固体層を形
成することができ、
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　前記化合物は更なる共有結合によって二つの隣接するフェニル環を結合する同一の、又
は異なる二価の基Ｘｉを更に含み、ここでｉは１乃至（ｎ－１）の範囲の数である、有機
化合物。
【請求項２】
前記二価の基Ｘｉは、－ＳＯ２－、－Ｏ－及び－ＮＨ－基からなる群より選択される、請
求項１に記載の有機化合物。
【請求項３】
前記酸性基Ａ及びＢは、スルホン基、カルボキシル基及びホスホン酸基からなる群より個
々に選択され、かつ前記化合物は構造式（ＩＩ）：
【化２】

；二価の基Ｘ１、Ｘ２及びＸ３を含む構造式（ＩＩＩ）
【化３】

；及び二価の基Ｘ１、Ｘ２及びＸ３を含む構造式（ＩＶ）
【化４】

；からなる群より選択される構造式を有する、請求項１又は２に記載の有機化合物。
【請求項４】
二つの隣接するフェニル環の間に配置される少なくとも一つの複素環基を更に含む、請求
項１又は２に記載の有機化合物。
【請求項５】
二つの隣接するフェニル環の間に配置される少なくとも二つの、同一の、若しくは異なる
複素環基を更に含む、請求項１又は２に記載の有機化合物。
【請求項６】
前記有機化合物中の複素環基は、ベンゾジオキサゾール、ベンゾジイミダゾール、ピリジ
ン、ピラジン、ピリミジン、１，３，４－オキサジアゾール及びそれらの任意の組み合わ
せからなる群より選択される、請求項４又は５に記載の有機化合物。
【請求項７】
構造（１）乃至（６）：
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【化５】

を含む群から選択される構造式を有する、請求項４乃至６のいずれか一項に記載の有機化
合物。
【請求項８】
前面及び後面を有する基質上の異方性光学膜であって、前記基質の前面に適用される少な
くとも一つの有機層を含み、かつ、請求項１乃至７のいずれか一項に記載の少なくとも一
つの多環式有機化合物を含む異方性光学膜において、
　前記有機層は可視スペクトル領域における電磁放射に対して透過性である、異方性光学
膜。
【請求項９】
前記異方性光学膜は水及び水混和性の溶媒の少なくとも一方において実質的に溶けない、
請求項８に記載の異方性光学膜。
【請求項１０】
前記有機層は、基質表面に対して直交する方向において一つの屈折率（ｎｚ）を有し、基
質表面の面上にて互いに直交する二つの方向に対応する二つの屈折率（ｎｘ及びｎｙ）を
有する二軸遅延層である、請求項８又は９に記載の異方性光学膜。
【請求項１１】
前記屈折率ｎｘ，ｎｙ及びｎｚは以下の条件、即ち：ｎｙ＞ｎｚ＞ｎｘに従う、請求項１
０に記載の異方性光学膜。
【請求項１２】
前記基質は可視スペクトル領域における電磁放射に対して透過性であり、かつ同基質はポ
リマー又はガラスから形成される、請求項８乃至１１のいずれか一項に記載の異方性光学
膜。
【請求項１３】
前記有機層の頂面に配置される更なる透過接着層を更に含む、請求項８乃至１２のいずれ
か一項に記載の異方性光学膜。
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【請求項１４】
接着透過層上に形成される保護コーティングを更に含む、請求項１３に記載の異方性光学
膜。
【請求項１５】
二つ以上の前記有機層を含む、請求項８乃至１４のいずれか一項に記載の異方性光学膜で
あって、前記層は請求項１乃至７のいずれか一項により定義される異なる多環式化合物を
含む、異方性光学膜。
【請求項１６】
基質上に異方性光学膜を形成する方法において、前記方法は、
　ａ）請求項１乃至７のいずれか一項に記載の多環式有機化合物の溶液を調製する工程と
、
　ｂ）前記基質上に溶液の液体層を適用する工程と：
　ｃ）固体層を形成するために乾燥する工程と、からなる、方法。
【請求項１７】
前記乾燥工程の前に水溶液に外的な整合作用を適用する工程を更に含み、前記整合工程は
溶液を適用する工程と同時に、若しくは溶液を適用する工程の後である、請求項１６に記
載の方法。
【請求項１８】
前記溶液は水及び水混和性の溶媒のいずれか一方に基づく水溶液である、請求項１６又は
１７に記載の方法。
【請求項１９】
前記乾燥工程は、昇温時において気流中にて実施される、請求項１６乃至１８のいずれか
一項に記載の方法。
【請求項２０】
前記昇温時は約２０乃至６０℃の範囲にある、請求項１９に記載の方法。
【請求項２１】
前記溶液を適用する工程の前に、前記基質はその表面を親水性とするために予め処理され
る、請求項１６乃至２０のいずれか一項に記載の方法。
【請求項２２】
前記形成された固体層はスルホン基を有し、かつ金属塩溶液にて処理される、請求項１６
乃至２１のいずれか一項に記載の方法。
【請求項２３】
前記金属塩は、Ｂａ２＋、Ｐｂ２＋及びＳｒ２＋カチオンからなる群より選択されるカチ
オンを含む、請求項２２に記載の方法。
【請求項２４】
前記溶液はリオトロピック液晶溶液である、請求項１６乃至２３のいずれか一項に記載の
方法。
【請求項２５】
請求項１６乃至２４のいずれか一項に記載の方法において、前記水溶液の適用工程、整合
工程及び乾燥工程の技術的な連続操作は２回以上繰り返され、各連続操作にて得られる固
体層は水溶液を使用して形成され、前記水溶液は前回のサイクルにて使用されたものと同
一のもの、若しくは異なるものである、方法。
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